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1.日本PFI・PPP協会について
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日本PFI・PPP協会について

©Japan PFI/PPP Association 2023

特別（行政）会員数：

1,043団体

特別区 20団体

行政組合等 56団体

国 6団体

会員自治体の人口合計(※)：112,741,732人
※都道府県除く

一般（民間）会員数：

289団体

▼その他特記事項

国土交通省「PPP協定【データベースタイプパートナー】

⇒ 2017年 (PPP協定発足) ～ 2024年

都道府県 47団体

市 683団体

町 212団体

村 19団体
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日本PFI・PPP協会会員総数：1,332団体
▲日本PFI・PPP協会会員ページ

▲特別会員ページ
▲一般会員ページ

2024年8月現在

〒105-0004
東京都港区新橋5-23-7三栄ビル3階
TEL：03-6809-2259 URL：http://www.pfikyokai.or.jp
E-mail：info@pfikyokai.or.jp 【担当：野田】

日本PFI・PPP協会
お問い合わせ
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一般（民間）会員内訳

一般（民間）会員数：289団体

2024年8月現在

※日本標準産業分類【大分類】（総務省告示）

業種 件数 内訳

学術研究・専門・技術サービス業 83団体 コンサルタント、設計会社、法律事務所、会計士事務所、税理士事務所等

建設業 77団体

サービス業（その他除く） 60団体 維持管理、ビルメンテナンス業等

不動産業・物品賃貸業 23団体

製造業 17団体 化学工業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業等

金融業・保険業 15団体

情報通信業 4団体

電気・ガス・熱供給・水道業 4団体

卸売業・小売業 2団体

複合サービス事業 2団体

運輸業・郵便業 1団体

その他 1団体
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2.官民連携（PPP/PFI）とは
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良質な公共サービスの提供やコスト削減、地域活性化など、様々な効果が期待

でき、地域経済の持続的な発展に向けて、各地で導入検討が進められています。

PFI (Private Finance Initiative)

PFI法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間

の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法。

通常の民間事業

包括的

民間委託

PFI

PFI法に基づくもの

BOT

BTO

コンセッション

方式

PPP

指定管理者

DBO方式

公的空間

利活用

官民連携

開発事業

P-PFI

その他

官民連携

通常の公共事業

PPP (Public Private Partnership)

公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行う

ことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や

行政の効率化等を図るもの。

官民連携（PPP/PFI）とは

7出典：【国土交通省 総合政策局】地域課題を解決する戦略的なPPP/PFIの普及・・推進
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1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

包括施設管理業務委託

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

発注方式の多様化 及び 行政のデジタル化
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●IT基本戦略
●電子申請

●電子政府推進計画
●IT新改革戦略

●新たな情報通信技術戦略
●コンビニ交付

発注方式の多様化

行政のデジタル化

従来方式

PFI事業方式 1999年：民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律(PFI法)

指定管理者制度 2003年：地方自治法改正

公共施設等運営権制度（コンセッション） 2011年：PFI法改正

●住基ネット

随意契約保証型民間提案制度

Park-PFI (公募設置管理制度) 2017年：都市公園法改正

行政情報化推進計画(1994)
政府調達手続きの電子化及び行政事務のペーパーレス化(1998)

サウンディング型市場調査

●自治体クラウド

●【総務省】データ利活用型スマートシティ推進事業

●【総務省】スマート自治体研究会

●【内閣府・総務省・国土交通省・
経済産業省】スマートシティ官民連携
プラットフォーム

デジタル田園都市国家構想●

●デジタル庁設置

公共施設、インフラ等
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官民連携の進め方（PPP/PFI）

1. 公共施設・インフラ施設・サービスへの市民参加

2. サウンディング等を活用した全国への周知活動

3. 仕様発注から性能発注へ

（例）デジタル化
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3.PPP/PFI推進アクションプラン
（令和6年改定版）

10



2024年©Japan PFI/PPP Association

PPP/PFI推進アクションプラン（令和6年改定版）

11出所：【内閣府PPP/PFI推進室】ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和6年改定版）概要より抜粋
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PPP/PFI推進アクションプラン（令和6年改定版）

12出所：【内閣府PPP/PFI推進室】ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和6年改定版）概要より抜粋
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PPP/PFI推進アクションプラン（令和6年改定版）

13出所：【内閣府PPP/PFI推進室】ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和6年改定版）概要より抜粋
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PPP/PFI推進アクションプラン（令和6年改定版）

14出所：【内閣府PPP/PFI推進室】ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和6年改定版）概要より抜粋
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4.これからの地方自治体経営と
公共施設マネジメント
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